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２１ 災害時の公費負担医療の取扱いについて（参考）

近年、各地で様々な自然災害が発生しているため、本項では公費負担医療に関係する被災者の取扱いや医療機関が被災し

た際の取扱いを掲載する。記載した内容は、厚生労働省等の通知を参考に過去の災害時の取扱いを取り纏めた一般的な対応

であるため、災害発生時には、厚生労働省や都道府県等から発出される通知等を必ず確認して対応されたい。

災害時における窓口での対応について

公費負担医療の医療券等の紛失や自宅に残して避難しているため、医療機関の窓口で提示できない場合でも被災者の以

下①～④（公害認定疾病、水俣病、石綿救済法指定疾病の場合は①～⑤）の申し出により受診が可能となり、緊急の場合に

は、指定医療機関以外の医療機関でも受診が可能となる。

① 各制度の対象者である申し出

② 氏名

③ 生年月日

④ 住所等連絡先を確認できるもの

⑤ 手帳の交付を行った自治体名又は機関名（※ 公害認定疾病、水俣病、石綿救済法指定疾病の場合）

２．災害時における医療機関の請求について

災害等の影響による電気通信回線の機能障害やレセプトコンピュータの故障により、電子情報処理組織の使用による請

求又は光ディスク等を用いた請求が行えない場合の取扱いは、療養の給付及び公費負担医療に関する費用の請求に関する

省令（昭和 年厚生省令第 号）において、以下の旨が規定されている。

① 事前に書面による請求を行う旨を審査支払機関に届出を行う必要はなく

② 療養の給付費等の書面による請求時に届出を行い

③ 届出内容を確認できる資料は請求の事後に提出すればよい。

（参考）療養の給付及び公費負担医療に関する費用の請求の費用に関する省令（昭和 年厚生省令第 号）

附 則

（療養の給付費等の請求に係る経過措置）

第四条 （略）

２～４ （略）

５ 第五条及び第六条並びに本条第一項、第二項及び第四項に規定するもののほか、第一条の規定にかかわらず、保険医

療機関又は保険薬局のうち、次の各号に掲げるものに該当する旨をあらかじめ審査支払機関に届け出たものは、それ

ぞれ当該各号に掲げる療養の給付費等の請求について、書面による請求を行うことができる。

一 電気通信回線設備の機能に障害が生じた保険医療機関又は保険薬局 当該障害が生じている間に行う療養の給

付費等の請求

二 レセプトコンピュータの販売又はリースの事業を行う者との間で光ディスク等を用いた請求に係る設備の設置

又はソフトウェアの導入に係る契約を締結している保険医療機関又は保険薬局であって、当該設置又は導入に係る

作業が完了しておらず、療養の給付費等の請求の日までに光ディスク等を用いた請求ができないもの 当該設置又

は導入に係る作業が完了するまでの間に行う療養の給付費等の請求

三・四（略）

五 その他電子情報処理組織の使用による請求又は光ディスク等を用いた請求を行うことが特に困難な事情がある

保険医療機関又は保険薬局 当該請求
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６ 保険医療機関又は保険薬局は、前項の届出を行う際、当該届出の内容を確認できる資料を添付するものとする。

７ 保険医療機関又は保険薬局は、第五項第一号、第二号又は第五号に該当する旨の届出を行うに当たり、当該届出をあ

らかじめ行えないことについてやむを得ない事情がある場合には、当該届出に係る療養の給付費等の請求の日に当該

届出を行うことができる。この場合にあっては、前項の資料は当該療養の給付費等の請求の事後において、速やかに

審査支払機関に提出するものとする。

【厚生労働省保険局 通知より】

［ 各制度における請求の取扱い ］

（ ）原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律

① 医療機関等は、原爆医療の対象の申し出があった場合は、可能な限り「認定疾病医療」（法第 条関係）若しくは

「一般疾病医療」（法第 条関係）であったかを特定すること。

② ①により特定ができた場合は、診療報酬明細書（以下「明細書」という。）の記入に当たっては、公費負担者番号に

含まれる２桁の法別番号（原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律による認定疾病医療「 」、一般疾病医療費

「 」）を付すとともに、摘要欄の余白に被災前の住所を記載し、審査支払機関に請求すること。なお、同一の者に

ついて「 」と「 」を請求する場合には、それぞれ別々の明細書で請求すること。

なお、公費負担者番号（８桁）、受給者番号（７桁）が確認できた場合にはそれぞれ記載することとし、このうち

公費負担者番号（８桁）を記載した場合は住所を記載する必要はないこと。また、公費負担者番号が確認でき、受

給者番号が確認できない場合においては、摘要欄の先頭に「不詳」と記録すること。

③ どうしても特定できない場合は、当該患者の明細書については、上部左上空欄に赤色で原爆と表示するとともに、

摘要欄の余白に住所を記載し、審査支払機関に請求することとする。

（ ）毒ガス障害者救済対策事業

医療機関等は、毒ガス障害者救済対策事業で受診した者の請求については、広島県健康福祉局被爆者支援課（電話番

号 － － ）、福岡県福祉労働部保護・援護課（電話番号 ー643―3301）又は神奈川県福祉子どもみらい局福

祉部生活援護課（電話番号 045―210―4907）に必ず照会した上で、毒ガス障害者医療費請求書を用いて広島県健康福祉

局被爆者支援課に請求すること。

（ ）感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律

医療機関等は、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律第 条の２の結核患者に対する医療の対

象の申し出があった場合、明細書の記入に当たっては、公費負担者番号に含まれる２桁の法別番号（感染症の予防及び

感染症の患者に対する医療に関する法律による結核患者の適正医療「 」）を付すとともに、摘要欄の余白に被災前の住

所を記載し、可能な範囲内で本事業の対象疾患名を記載の上、審査支払機関に請求すること。

なお、公費負担者番号（８桁）、受給者番号（７桁）が確認できた場合にはそれぞれ記載することとし、このうち公費

負担者番号（８桁）を記載した場合は住所を記載する必要はないこと。また、公費負担者番号が確認でき、受給者番号

が確認できない場合においては、摘要欄の先頭に「不詳」と記録すること。

（ ）難病の患者に対する医療等に関する法律

医療機関等は、難病の患者に対する医療等に関する法律第５条第１項に規定する特定医療の対象の申し出があった場

合、明細書の記入に当たっては、公費負担番号に含まれる２桁の法別番号（難病の患者に対する医療等に関する法律に

よる特定医療「 」）を付すとともに、摘要欄の余白に被災前の住所を記載し、審査支払機関に請求すること。

なお、公費負担者番号（８桁）、受給者番号（７桁）が確認できた場合にはそれぞれ記載することとし、このうち公費

負担者番号（８桁）を記載した場合は住所を記載する必要はないこと。また、公費負担者番号が確認でき、受給者番号

が確認できない場合においては、摘要欄の先頭に「不詳」と記録すること。

（ ）特定疾患治療研究事業等

医療機関等は、特定疾患の対象の申し出があった場合、明細書の記入に当たっては、公費負担者番号に含まれる２桁

の法別番号（特定疾患治療費及び先天性血液凝固因子障害等治療費「 」）を付すとともに、摘要欄の余白に被災前の住

所を記載し、可能な範囲内で本事業の対象疾患名を記載の上、審査支払機関に請求すること。

なお、公費負担者番号（８桁）、受給者番号（７桁）が確認できた場合にはそれぞれ記載することとし、このうち 公

費負担者番号（８桁）を記載した場合は住所を記載する必要はないこと。また、公費負担者番号が確認でき、受給者番

号が確認できない場合においては、摘要欄の先頭に「不詳」と記録すること。
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（ ）肝炎治療特別促進事業又は肝がん・重度肝硬変治療研究促進事業

医療機関等は、肝炎治療特別促進事業又は肝がん・重度肝硬変治療研究促進事業に係る医療の対象の申し出があった

場合、明細書の記入に当たっては、公費負担者番号に含まれる２桁の法別番号（肝炎治療特別促進事業に係る医療の給

付及び肝がん・重度肝硬変治療研究推進事業に係る医療費の支給「 」）を付すとともに、摘要欄の余白に被災前の住所

を記載し、審査支払機関に請求すること。

なお、公費負担者番号（８桁）、受給者番号（７桁）が確認できた場合にはそれぞれ記載することとし、このうち公費

負担者番号（８桁）を記載した場合は住所を記載する必要はないこと。また、公費負担者番号が確認でき、受給者番号

が確認できない場合においては、摘要欄の先頭に「不詳」と記録すること。

（ ）児童福祉法

① 医療機関等は、児童福祉法第 条の児童に対する医療の対象の申し出があった場合、明細書の記入に当たっては、

公費負担者番号に含まれる２桁の法別番号（児童福祉法による療育の給付「 」）を付すとともに、摘要欄の余白に

被災前の住所を記載し、審査支払機関に請求すること。

なお、公費負担者番号（８桁）、受給者番号（７桁）が確認できた場合にはそれぞれ記載することとし、このうち公

費負担者番号（８桁）を記載した場合は住所を記載する必要はないこと。また、公費負担者番号が確認でき、受給

者番号が確認できない場合においては、摘要欄の先頭に「不詳」と記録すること。

② 医療機関等は、児童福祉法第 条の２の小児慢性特定疾病医療支援の対象の申し出があった場合、明細書の記入に

当たっては、公費負担者番号に含まれる２桁の法別番号（児童福祉法による小児慢性特定疾病医療支援「 」）を付

すとともに、摘要欄の余白に被災前の住所を記載し、可能な範囲内で当該小児慢性特定疾病医療支援の対象疾病名

を記載の上、審査支払機関に請求すること。

なお、公費負担者番号（８桁）、受給者番号（７桁）が確認できた場合にはそれぞれ記載することとし、このうち公

費負担者番号（８桁）を記載した場合は住所を記載する必要はないこと。また、公費負担者番号が確認でき、受給

者番号が確認できない場合においては、摘要欄の先頭に「不詳」と記録すること。

（ ）母子保健法

医療機関等は、母子保健法第 条の未熟児に対する医療の対象の申し出があった場合、明細書の記入に当たっては、

公費負担者番号に含まれる２桁の法別番号（母子保健法による養育医療「 」）を付すとともに、摘要欄の余白に被災前

の住所を記載し、審査支払機関に請求すること。

なお、公費負担者番号（８桁）、受給者番号（７桁）が確認できた場合にはそれぞれ記載することとし、このうち公費

負担者番号（８桁）を記載した場合は住所を記載する必要はないこと。また、公費負担者番号が確認でき、受給者番号

が確認できない場合においては、摘要欄の先頭に「不詳」と記録すること。

（ ）生活保護法

医療機関等は、生活保護法による医療扶助で受診した者の請求については、原則として、福祉事務所に必要な事項を

確認することとし、明細書の記入に当たっては、公費負担者番号に含まれる２桁の法別番号（生活保護法による医療扶

助「 」）を付すとともに、摘要欄の余白に被災前の住所を記載し、審査支払機関に請求すること。

なお、公費負担者番号（８桁）、受給者番号（７桁）が確認できた場合にはそれぞれ記載することとし、このうち公費

負担者番号（８桁）を記載した場合は住所を記載する必要はないこと。また、公費負担者番号が確認でき、受給者番号

が確認できない場合においては、摘要欄の先頭に「不詳」と記録すること。

（ ）中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支

援に関する法律

医療機関等は、中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援

に関する法律による医療支援給付で受診した者の請求については、原則として、支援給付の実施機関に必要な事項を確

認することとし、明細書の記入に当たっては、公費負担者番号に含まれる 桁の法別番号（中国残留邦人等の円滑な帰

国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律第 条第２項に規定する医療

支援給付「 」）を付すとともに、摘要欄の余白に被災前の住所を記載し、審査支払機関に請求すること。

なお、公費負担者番号（８桁）、受給者番号（７桁）が確認できた場合にはそれぞれ記載することとし、このうち公費

負担者番号（８桁）を記載した場合は住所を記載する必要はないこと。また、公費負担者番号が確認でき、受給者番号

が確認できない場合においては、摘要欄の先頭に「不詳」と記録すること。

（ ）戦傷病者特別援護法

医療機関等は、戦傷病者特別援護法第４条第１項第２号の認定を受けた戦傷病者の当該認定に係る公務上の傷病に対

する医療を取り扱った場合、明細書の記入に当たっては、公費負担者番号に含まれる２桁の法別番号（戦傷病者特別援
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護法による療養の給付「 」）を付すとともに、摘要欄の余白に被災前の住所を記載し、審査支払機関に請求すること。

なお、公費負担者番号（８桁）、受給者番号（７桁）が確認できた場合にはそれぞれ記載することとし、このうち公費

負担者番号（８桁）を記載した場合は住所を記載する必要はないこと。また、公費負担者番号が確認でき、受給者番号

が確認できない場合においては、摘要欄の先頭に「不詳」と記録すること。

（ ）障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律

医療機関等は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第 条第 項に規定する自立支援医

療（更生医療、育成医療及び精神通院医療）の対象の申し出があった場合、明細書の記入に当たっては、公費負担者番

号に含まれる２桁の法別番号（障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律による更生医療「 」、育

成医療「 」及び精神通院医療「 」）を付すとともに、摘要欄の余白に被災前の住所を記載し、審査支払機関に請求す

ること。

なお、公費負担者番号（８桁）、受給者番号（７桁）が確認できた場合にはそれぞれ記載することとし、このうち公費

負担者番号（８桁）を記載した場合は住所を記載する必要はないこと。また、公費負担者番号が確認でき、受給者番号

が確認できない場合においては、摘要欄の先頭に「不詳」と記録すること。

※１ なお、明細書については電子レセプトによる請求でなく紙レセプトにより請求すること。ただし、紙レセプトの

出力が困難な場合には電子レセプトにより請求することも差し支えない。

※２ 電子レセプトにより請求する場合においては、以下の点を参考にすること。

① 公費負担者番号が確認できない場合には、「法別２桁 （６桁）」を記録し、併せて摘要欄の先頭に「住

所」を記録すること。

また、受給者番号が確認できない場合においては、「 （７桁）」を記録すること。

② 公費負担者番号が確認でき、受給者番号が確認できない場合においては、「 （７桁）」を記録し、摘要欄の

先頭に「不詳」を記録すること。

※３ 「暴風雪被害に係る診療報酬等の請求の取扱いについて」（平成 年１月 日付 厚生労働省保険局医療課事務

連絡）において「赤色で災２と記載する」とされているものについては、公費負担者番号及び公費受給者番号を記

載し、レセプト共通レコードの「レセプト特記事項」に「 」、摘要欄の先頭に「災２」を記録すること。

（１）～（ ）【厚生労働省 健康局、社会・援護局、こども家庭庁成育局通知より】

（ ）公害医療手帳

医療機関等は、慢性気管支炎等の公害認定疾病についての療養の給付を取り扱った場合は、認定を受けた都道府県又

は公害健康被害の補償等に関する法律第４条第３項の政令で定める市に照会した上で、公害診療報酬請求書及び公害診

療報酬明細書等を用いて当該自治体に請求すること。

（ ）水俣病総合対策費補助金交付要綱に基づく医療手帳等

医療機関等は、水俣病総合対策費補助金交付要綱に基づく医療手帳、水俣病被害者手帳、水俣病認定申請者医療手帳、

水俣病要観察者等医療手帳及びメチル水銀に係る健康影響調査研究事業要綱に基づく医療手帳の対象の申し出があった

場合、明細書の記入に当たっては、公費負担者番号を付すとともに、氏名欄の余白に住所を記載し、審査支払機関に請

求すること。

ただし、受給者番号が確認できた場合には記載することとし、この場合においては住所を記載する必要がないこと。

（ ）石綿健康被害医療手帳

医療機関等は、石綿健康被害医療手帳の対象の申し出があった場合、明細書の記入に当たっては、公費負担者番号（認

定疾病に係る医療「 」）を付すとともに、氏名欄の余白に住所を記載し、審査支払機関に請求すること。

ただし、受給者番号が確認できた場合には記載することとし、この場合においては住所を記載する必要がないこと。

（ ）～（ ）【環境省大臣官房環境保健部、独立行政法人 環境再生保全機構通知より】


